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Ｈ30年度 厚生労働科学研究費補助金 
（慢性の痛み対策研究事業（慢性の痛み政策研究事業）） 

慢性の痛み診療・教育の基盤となるシステム構築に関する研究 
分担研究報告書 

 
滋賀医科大学学際的痛み治療センターにおける慢性痛患者に対する 

集学的治療、運動療法、認知行動療法の活動報告 
 

研究分担者 福井 聖 滋賀医科大学・医学部・附属病院ペインクリニック科（麻酔科学講座） 
病院教授（講師） 

 

研究要旨 
学際的痛み治療センターに紹介された難治性慢性疼痛患者に対し、多職種による生物心理社

会的評価を行い、多職種による学際的カンファレンスで治療方針を決め、集学的治療を56人（運
動療法を47人、理学療法士による運動療法と臨床心理士による認知行動療法の併用を８人）に
施行した。滋賀医科大学学際的痛み治療センターでは，今年度から臨床心理士と理学療法士が
合同で、運動療法と認知行動療法を行う集学的介入の運用を開始し，治療内容のさらなる充実
を図ることができた。終了した全症例で、症状・所見が軽快し、全休業の1名及び部分休業の
1名は、フルタイムでの職場復帰を果たした。 
慢性疼痛の診療体制の地域医療連携を構築するとともに、地域医療者研修会を多く行うこと

で、慢性疼痛診療を担う医療者の育成を行い、本邦、地域のニーズにあった痛みセンター構築
の模索を行っている。 

 
Ａ．研究目的 
麻酔科ペインクリニック医、リハビリテー

ション医、理学療法士、作業療法士、臨床心
理士、心療内科医、看護師、基礎医学生理学
講座研究者などで学際的痛みセンターを構成
し、学際カンファレンスで治療方針を決定し、
共通の認識の下で個々の慢性疼痛患者に適し
た生物心理社会モデルに基づいた患者評価、
集学的治療の構築を行った。 
 

Ｂ．研究方法 
学際的痛みセンターの診療体制は、A2) 

麻酔科ペインクリニック医３人、A1）整形外
科医（リハビリテーショ科）１人、B2: 臨床
心理士２人、B1: 心療内科医１人、C: 看護師
１人、理学療法士３人、作業療法士１人、基
礎医学者１人、で構成した。多職種による学
際カンファレンスを月に３回行い、患者の器
質的、機能的、心理社会的要因を多面的に評
価し、治療方針を討議し、決定した。 
１：集学的評価、集学的治療の構築 
学際的痛みセンターの集学的治療として、

運動療法、認知行動療法とのの併用、その内 

 
訳について報告する。 
また身体的、機能的、心理社会的、医療経済
面からの、より詳細な集学的評価に取り組ん
だ。また集学的治療の後は、産業衛生医と連
携して、復職支援を行った。 
１－１：集学的評価の構築、学際的痛みセン
ターでのチームカンファレンス 
痛みセンター問診票、red flagの器質的疾

患の検査の他、詳細にわたる評価を実施した。 
理学療法士により、集学的治療前後で、通常
の痛みセンター問診票に加えて、身体機能、
運動恐怖、中枢性感作など以下の項目の評価
を集学的治療前後で実施した。 
機能評価 
 - VAS/NRS（疼痛強度）、- ROM（関節可動域）、 
 - FFD（立位体前屈） 
質問紙表 
 - RMDQ / NDI （機能障害）、 SF-MPQ-2（疼
痛強度・質）、- TSK（運動恐怖： cutoff 39/40）
- SCI（中枢神経感作症候群：cutoff 39/40）
- IPAQ short form（身体活動量）、- LSA（生
活の広がり）を行った。 
社会背景因子としては、職業と労働災害の有
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無、生活保護の有無、交通事故の有無、精神
科通院歴・向精神薬の使用、睡眠障害・眠剤
の使用、その他の薬剤を調査した。 
作業療法士による。認知機能検査として
Montreal Cognitive Assessment（MoCA）（24/30
点）、TMT-B（3分14秒，間違い：2）、MMSE，
frontal assessment battery（FAB），trail 
making test-part B（TMT-B）の評価を集学的
治療前後で実施した。 
１－２：慢性痛患者のCD 11に基づいた分類 
学際的痛みセンターで集学的評価、治療を

行っている難治性慢性痛患者については、
2017年１月から、ICD 11に基づいた分類につ
いて、学際カンファレンス時にスタッフ全員
で行なっている。 
１－３：慢性疼痛のプレゼンテイイズムの評
価 
慢性疼痛による経済損失、生産性の低下に

ついて、労働年代でプレゼンテイイズム、ア
ムセンテイイズム質問評価として、一般的に
なっているの- WHO-HPQ（生産性評価）による 
Absolutive absenteeism, 
Relative absenteeism,  
Absolutive presenteeism, 
Relative presenteeism 
の評価を行った。 
世界保健機構 健康と労働パフォーマンスに
関する質問紙（短縮版）WHO Health and Work 
Performance Questionnaire (short form) 
Japanese editionは以下の質問票である。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
１－４：運動療法、理学療法士とのプチ集学
的治療、インターベンショナル治療と運動療
法の併用 
運動器慢性疼痛患者では、どのような原因

であれ、筋肉への負荷のアンバランス、姿勢

のアンバランス、筋肉の硬直などによる、筋
筋膜性疼痛がある。様々な運動連鎖による、
顔面、頚部、肩、背部、上肢、腰部、下肢の
連鎖による痛みが多い。問診、神経学的所見
を含めた身体所見、理学所見、器質的診断で
のred flag, yellow flag（心理社会的要因）
の診断、評価を適切に施行することが、重要
であることはいうまでもないが、臨床の現場
では、機能的診断が抜けていることが多い。 
ペインクリニック外来で、理学療法士により
機能的診を行い、同じ場所で、情報交換しな
がら、機能的診断、運動療法、認知行動療法
的アプローチを行うプチ集学的治療の運動療
外来を週1回開設することで、運動器慢性疼
痛の治療の質の向上を行った。 
ペインクリニック外来で、理学療法士により
機能的診を行い、インターベンショナル治療、
薬物慮法と併用して、プチ集学的治療の運動
療外来を週1回開設し、同じフロアで、機能
的診断を共有した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
15 年度に山口県で鈴木らが施行した「山口県
腰痛study」から得られた最新の知見による
と、理学所見を適切に施行し、診断的神経ブ
ロックなどの手技を組み合わせれば、実は正
確な診断・治療を行うことは可能であると考
えられている。 
なかでも椎間板性腰痛は若年者から50歳ま
での年齢層で多く起こり、慢性腰痛の40％程
度に関与しているといわれている。 
Suzuki H, et al : Diagnosis and characters 
of non－specific low back pain in Japan : 
The Yamaguchi low back pain study. PLoS One 
11：e0160454, 2016. 
１－５：集学的治療 
集学的治療までの評価、実際は以下のような
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フローにそって行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
認知行動療法と運動療法による集学的治療 
滋賀医科大学学際的痛み治療センターでは、
臨床心理士による認知行動療法と、理学療法
士による運動療法の組み合わせによる集学的
治療を、上限10回を目安に介入を実施した。 
２：学際的痛みセンターと地域連携の構築、
産業医の連携による復職支援の試み 
慢性疼痛の集学的治療において、滋賀県内

の医療機関との連携を深め、病病連携、病診
連携を構築した。 
また痛みセンターと産業医の連携のモデルを
構築し、集学的治療の後に、産業医と職場責
任者などの交渉を行っていただき、個々の患
者にあった復職支援を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｃ．研究結果 
iPad痛みセンター問診システムの構築に

より、学際的痛みセンターの医療者は受診患
者全員が診察前に入力した患者プロファイル、
各種問診表の結果を見ながら問診、診察を行
った。 
１－１～３：集学的評価、学際的痛み治療セ

ンターでのチームカンファレンス 
 月3回、ペインクリニックに関わる医師、
理学療法士、作業療法士、臨床心理士などが
集まり、カンファレンスを行った。カンファ
レンスでは、症例のICD-11に基づく診断名の
確認、レッドフラッグなどの確認に加えて、
再診患者の介入内容の進捗状況の確認、スタ
ッフ間での情報共通や今後の方針の共有化を
行った。 
職種による学際的カンファレンスで治療方

針を決め、集学的治療を47人；運動療法を
46人、運動療法と認知行動療法の併用を9人
に施行した。 
高齢者は認知機能が必要不可欠であるが、若
年者年でも重症患者は著しく認知機能が低下
していることが認められた。集学的治療によ
りどの程度回復してくるか、今後、両者を解
析発表していく予定である。 
精神状態、認知機能は運動指導や認知行動

療法の効果に影響を与える可能性が高い。 
 MoCAが低得点で認知低下がある場合，26
点以下で認知行動療法の効果が低いことが考
えられ，20点以下では効果がない可能性を考
える旨をカンファレンスで痛みセンタースタ
ッフで継続的に情報共有している．また，肥
満や運動機能低下を認めれば運動療法の適応
と判定している。 
症例数は少ないものの、慢性疼痛患者では

プレゼンティイズムの測定で40%～50%パフ
ォーマンスが低下していることが認められて
いる。今後症例を重ねてデータ化していきた
い。 
ICD-11に基づいた分類では、この1年は

chronic wide spread painが多数をしめるよ
うになった。 
１－４Ａ：運動療法、理学療法士とのプチ集
学的治療 
理学療法士が、身体の機能的な評価を行うこ
とで、姿勢、筋コンディショニング、関節の
評価が可能になり、機能的診断からインター
ベンショナル治療のターゲットが明確になる
ことも多くなった。 
 また神経ブロックを行ったあとに、理学療
法をすることで、運動恐怖の強い慢性疼痛患
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者はスムーズに運動療法に移行することがで
きた。インターベンショナル治療で痛みが軽
減している時点で、関節可動域訓練を行い、
その後自動運動にもっていくと、セルフケア
にもっていきやすいことがわかった。 
 簡単な認知行動療法的アプローチを、理学
療法士が患者と会話しながら行うことで、運
動療法、チーム医療の有効性がさらに高まり、
重症化が予防できると考えられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
理学療法士による運動療法の症例数 47人 
疾患別症例数 
 慢性腰痛症：8人 
 腰部脊柱管狭窄症：16人 
 慢性疼痛（腰椎椎間板ヘルニア）：6人 
 慢性疼痛（末梢神経障害性疼痛）：5人 
 頚椎症：8人 
 頚椎椎間板ヘルニア：2人 
 頚椎脊柱管狭窄症：2人 
 計47人 
単独の治療だけでなく、同じフロアで理学療
法士による機能的診断を共有し、慢性疼痛患
者の痛みをインターベンション治療で緩和す
ると、運動療法がスムーズに行うことができ
た。 
症例「腰部脊柱管狭窄症において運動療法が
奏功した症例」 
・60代 男性 
・疾患名：腰部脊柱管狭窄症、慢性腰痛 
・症状：両大腿後面～下腿後面の痛み（安静
時）、寝返り、立ち上がり、歩行で増悪 

・仕事：デスクワーク 
・既往歴：2017年に頚椎脊柱管狭窄症でope 

 姿勢：円背姿勢、スウェーバック      
姿勢：円背姿勢、スウェーバック軽減 

 連続歩行距離：５００m          
連続歩行距離：20～30分可 

 RDQ：7点                
RDQ：3点 

 ROM-T（R/L)                             
ROM-T(R/L)  

   股関節屈曲  90/90                       
股関節屈曲  100/100 

          伸展 5/10                               
伸展 15/15 

    膝関節伸展 -5/0                        
膝関節伸展  0/0 

 MMT(R/L)                                 
MMT(R/L) 
中殿筋       3/4-                 
中殿筋       4/4 
股関節内転筋群   4/4                 
股関節内転筋群   4+/4+ 
大腿四頭筋     4-/4                
大腿四頭筋     4/4 

 感覚検査 正常 
・介入内容 
 骨盤後継訓練（腹筋群） 
 股関節周囲筋ストレッチ（腸腰筋、中殿筋、
大腿四頭筋、ハムストリングス） 

 動作訓練（立ち上がり、歩行） 
・結果 
両大腿後面～下腿後面の安静時痛は消失、

寝返り時、立ち上がり時の痛み消失、歩行時
の痛みは残るが歩行能力は向上（500m→20～
30分間連続歩行可） 
 脊柱管狭窄症でも、理学療法士による機能
的診断のもと、姿勢の矯正や筋力訓練だけで、
手術やインターベンショナル治療なしで、痛
みが軽快することも判明した。 
 このように、結果については、今後理解し
やすく、普及しやすいように、症例ベースで
発表していく予定である。 
１－４Ｂ：運動療法、インターベンショナル
治療と運動療法の併用 
インターベンショナル治療と運動療法の組

み合わせは、慢性疼痛患者の痛みを緩和して、
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身体活動を促進し，ADLやQOLの改善・向上
につなげるというコンセプトで、パルス高周
波法と運動療法の組み合わせが、オランダ、
スイスを中心に欧州で盛んに施行されている。 
高周波治療（高周波熱凝固、パルス高周波治
療）では、開発したオランダでは、現在８０％
が、パルス高周波治療と運動療法の組み合わ
せに移行している。本邦でも今後のエビデン
ス作りが必要である。 
今後は、機能的評価の、集学的評価のもと、
チーム治療の一環として、パルス高周波治療
と運動療法の組み合わせを行うことが望まし
いと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 理学療法単独では対処ができない難治性椎
間板性腰痛をモデルに、椎間板内パルス高周
波法と運動療法の組み合わせで、効果を検討
した。 
理学療法、薬物慮法、他の神経ブロック療

法など、通常の治療が効果のない椎間板性腰
痛患者（平均年齢35.3 ± 9.86 才）に対し
て，椎間板内パルス高周波法（椎間板PRF）
を施行しNRS、ローランド障害スコアを用い
て、有効性について検討した。 
椎間板PRFは、先端20mm露出の高周波電極

針を椎間板内中央部に刺入し、椎間板内で15
分間PRFを施行した。施行後、他の神経ブロ
ック治療は施行せず、投薬も増量することな
く、椎間板PRF効果を検討した。痛みのレベ
ルはNRSで、施行前7.47 ± 0.85から施行
１年後には3.13 ± 2.58となり、ローラン
ド障害スコアは、施行前11.61±4.74から施
行１年後には2.90 ± 2.97となり、有意に

改善した。NRS、ローランド障害スコアとも、
椎間板PRF施行１，３，６、１２月後の値は、
施行前の値に比較して有意に改善していた。
１年後でのNRS２以上の改善が23人中４人
（17.4％）、50％以上の痛みの改善が15人
（65.2％）、両者を合わせた有効率が82.6％
であった。 
 
 
 
 
 
１－５：集学的治療；運動療法と認知行動療
法の併用 
週1回、計８～10回、理学療法士による運

動療法と臨床心理士による認知行動療法の併
用による集学的治療を行った。 
運動療法は、患者教育で治療の意義と有効

性、予後などを説明し適切な情報と安心感を
与えること、痛みを持つ患者の「認知」や「情
動」「行動」にターゲットを置き日常生活動作
や身体機能、生活の質を含む「社会参加」な
どをサポートすること、痛みがあっても、機
能改善に取り組むことを、主な目標として取
り組んだ。 
また、休業中の患者に対しては、仕事のシ

ュミレーションをメインに、仕事日数、仕事
への自信、身体能力の向上などを目標に運動
療法を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
認知行動療法では、①心理教育と目標設定、

②呼吸法・筋弛緩法・自律訓練法等の患者自
身が行うリラクセイション、③活動と休憩を
時間に基づいて設定し無理のない活動のペー
ス配分を把握した上で活動量の漸増を促す段
階的活動化、終結時の④再発予防を必須コン
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ポーネントとして行った。さらに、必要性に
応じて以下の介入を提供した。 
認知再構成法；痛みや物事への認識の仕方に
より感情的苦痛・行動制限がみられる場合は
自動思考のモニタリングと認知再構成法を行
った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
段階的曝露法；運動恐怖による活動制限が

顕著な場合は、患者が過度に恐怖を感じてい
る特定の活動に挑戦してもらい、想定してい
るような悪い事態は起こらないことを確認す
る、段階的曝露法を行った。 
臨床心理士と理学療法士が合同で行う集学

的介入を行う体制が構築できた。 
 8名で集学的治療患者のうち、2019年1月
末現在で、終了した全症例で、症状・所見が
軽快し、全休業の1名及び部分休業の1名は、
フルタイムでの職場復帰を果たした。現在全
休業中の1名も近く職場復帰訓練開始が検討
されている。紹介前に、各事例について学際
的痛み治療センターのペインカンファレンス
において症例の概要や問題点を伝え、集学的
治療の適用を確認した。一方で、集学的治療
を実施しなかった5名の内訳は、3名がアセ
スメントにより集学的治療の適用外と判断さ
れ、1名がCBTに対する理解が得られず中止、
1名が中断であった。 
２：学際的痛みセンターと慢性疼痛患者の地
域連携の構築、産業衛生医との連携 
 産業医が慢性疼痛検診を行っている膳所診
療所より、慢性頚肩腕症、慢性腰痛症、chronic 
wide spread pain の１５症例の紹介を受け、
理学療法士と臨床心理士が連携した認知行動

療法、運動療法から構成される集学的治療介
入を8例に実施した。 
集学的介入の適応判断のため、患者紹介の

前に滋賀医科大学医学部附属病院にてカンフ
ァレンスを開くようにしており、事前の情報
により、よりスムーズな患者教育、集学的治
療への移行ができた。 
産業医との連携は、紹介前にあらかじめ、

学際的痛みセンターで、患者のプレゼンを行
っていただくことにより、集学的治療の適応
になるかどうか、あらかじめ話し合うことで、
スムーズな連携につながることができた。今
後は、慢性疼痛診療にたけた医師と、そのよ
うな密な連携ができることが臨まれる。 
今後、新しい地域連携の形として、引き続

き行っていく予定である。 
頸肩腕障害にて休業した保育士の復職支援
経験 
頸肩腕障害にて休業した保育士患者につい

て集学的治療と復職支援を行った。 
【症例及び経過】 症例は、現職場が初職で
26年目の40代女性保育士。約10年前より持
続する頸肩腕痛・頭痛を主訴に受診した診療
所にて非特異的頸肩腕障害・胸郭出口症候群
と診断され、休業治療を開始。服薬と鍼治療
にて症状は一定低減したが、慢性痛の集学的
治療目的で、当院学際的痛み治療センターを
紹介受診された。運動療法と認知行動療法（各
40分）を週1回×10セッション行うととも
に、診療所主治医と連携を図り、復職前には
職場訪問を行い、園長との情報共有や作業環
境を確認した。 
症状は残存したが、痛みと機能障害の軽減

およびセルフケアの獲得により、休業治療開
始1年6か月後にフルタイムで職場復帰した。 
集学的治療は頸肩腕障害の症状改善に効果が
認められた。その一方で、保育所という小規
模事業所における復職支援の在り方に課題が
認められた。 
 また入院リハビリテーションプログラムが
適すると思われる１症例について、篤友会千
里山病院へ紹介した。 
関西医科大学医学部附属病院心療内科の水野
先生と月１回のWebカンファレンスを設けた。
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滋賀医科大学に通院する交通事故後の患者1
症例を紹介連携することができた。 
心療内科医と月１回のカンファレンスを設

け、滋賀医科大学に通院する心理的要因の修
飾が強い慢性痛患者の症例について、アドバ
イスを受けることで、痛みセンターのスタッ
フ、理学療法士、臨床心理士、医師がスキル
アップすることができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３：医療者研修会、医療者研修、市民公開講
座 
平成30年12月1日、日本運動器疼痛学会

教育講演にて、滋賀医科大学社会医学講座衛
生学 北原照代先生による「作業関連性運動器
障害（Work-related Musculoskeletal 
Disorders; WMSDs、主に腰痛・頸肩腕障害）
の予防と治療」の研修会を実施した。 
社会福祉施設、医療施設での慢性疼痛の実態
と予防、休業から復職までのフォローについ
て、スタッフ、地域医療者、学会員で知識を
共有することができた。 
また、平成30年2月28日、滋賀医科大学に
て、関西医科大学医学部附属病院心療内科 水
野泰行先生による「慢性疼痛と催眠療法」の
研修会を実施し、最新の心理療法の知識につ
いてスタッフで知識を共有した。 
・2018年 7月15日、滋賀医科大学医学部附
属病院にて、「運動器疼痛の最前線」という講
演を行い、理学療法士や作業療法士など48
名が参加した。 
滋賀医科大学主催の「平成30年度第40回

滋賀医科大学公開講座」として、2018年10
月 23日 18時～20時、草津市立市民交流プラ

ザ大会議室において、「腰痛を減らす、らくら
く介護～スライディングシートを用いた移乗
介助を体験しよう～」を開催した（参加者28
名）。社会医学講座・衛生学部門の北原照代講
師（学内）による講演のあと、３グループに
分かれて、実際にベッドや車椅子でのスライ
ディングシートを用いた移乗介助の体験を行
った。腰部負担を軽減できる介助方法に対す
る理解が深まり、活発な質問があった。 
第11回日本運動器疼痛学会でも、NPO痛み

医学研究除法センター、滋賀医大学際的痛み
治療センター共催で、中井吉英先生による「い
たみとのお付き合いー私の痛み50年史」を開
催した。 
施設間訪問 
・2018年 7月5日と19日に篤友会千里山病
院より、作業療法士、理学療法士の見学を
受け入れた。理学療法士と臨床心理士によ
る集学的診療を見学してもらった。 

・2018年 8月に大津赤十字志賀病院より、理
学療法士の集学的治療の見学を受け入れた。 

４：地方行政との連携 
 地方行政との連携として、滋賀県の保健医
療計画の今後6年間の滋賀県医療行政方針に、
滋賀医科大学医学部附属病院学際的痛みセン
ターを中心とした、慢性の痛み医療連携が組
み込まれた。滋賀医科大学医学部附属病院は、
地方行政との連携を深めながら、今後も滋賀
県内の疼痛治療を先導していく予定である。 
平成30年度は産業医や地方行政、医師会、特
に滋賀県との連携をさらに深めた。滋賀県（健
康医療福祉部）が作る地域医療計画において、
慢性疼痛対策、具体的には滋賀医大学際的痛
みセンターが中心となり医療者の育成、県民
の啓発を行うことを、正式な県の医療政策と
することとなった。平成31年度からは滋賀県
地域保健医療計画の慢性疼痛対策に沿って、
地域医療のハブとなる施設、開業医との連携、
労働衛生と痛みセンターの連携、医療介護連
携を充実し、専門的な治療、地域医療ネット
ワーク構築を行っていく予定である。 
 
Ｄ．考察 
学際的痛みセンターは、単一診療科におい
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て治療に難渋している難治性慢性痛患者に対
して、器質的な面に加えて、機能的、精神心
理要因および社会的な要因を多面的に分析し、
運動療法、認知行動療法、インターベンショ
ナル治療、薬物療法をうまく組み合わせるこ
とで、QOLの上昇が図れると考えられた。 
 労働者年代では、慢性疼痛患者のプレゼン
ティイズムを評価し、医療経済から慢性疼痛
に治療の重要性、慢性疼痛に対する痛みセン
ターでの集学的治療の有用性をデータ化して
いく必要があると考えられる。 
症例数は少ないものの、慢性疼痛患者ではプ
レゼンティイズムは40%～50%パフォーマン
スが低下していることが認められている。今
後、慢性疼痛患者ではプレゼンティーズムが
どれだけあって、どれだけ改善するか、社会
に対するアウトプットとして必要不可欠と考
えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その他 
・2018年 5月10日、京都新聞朝刊にて、滋
賀医科大学学際的痛みセンターが紹介され
た。集学的診療をはじめとする滋賀医科大
学での診療内容が掲載された。 

・2019年 2・3月に、「家庭画報」にて、滋賀

医科大学学際的痛みセンターが紹介された。 
集学的診療をはじめとする滋賀医科大学で
の診療内容が掲載された。 

 
Ｅ．結論 
滋賀医科大学学際的痛み治療センターでの

集学的患者評価、運動療法、認知行動療法な
どの集学的治療の活動報告を提示した。 
看護師、担当医師、作業療法士、理学療法

士が器質的評価、心理社会的評価、機能的評
価を行い、カンファレンスで治療方針を決め
る体制を構築した。また集学的治療中、治療
後の患者も、カンファレンスで情報を共有し
ている。 
慢性痛の治療にあたっては、複雑化した痛

みの病態を器質的な面からだけでなく、多面
的に分析し、治療につなげる“学際的痛みセ
ンター”と地域連携構築が必要不可欠である。
今回、その構築のベースができた。 
今後は、本邦独自の慢性疼痛診療システム

の構築と効果検証が必要と考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今後は、蓄積したデータから、その有用性

を発信し、しっかりした経済的基盤を作り、
実際の臨床の中で慢性疼痛診療がなりたつよ
うな環境作り、そのための医療者教育、臨床
研究を行っていくことが課題と考える。 
特に、本邦では、心理面を担う臨床心理士

の人材不足、精神科医の介入の人材不足を解
決していくことが重要な課題である。 
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高齢者は、移動が困難なため地域で完結す

る必要がある。地域での医療者育成が急務と
なっていると考える。 
患者教育、啓発の重要性 
 慢性疼痛管理の中で、いかに患者教育、医
療者教育が大事であるか、プログラムの内容
からも、プログラムの前段階での動機づけに
半年～1年をかけることからも、必要な場合
が多いと考えられる。このことを、我々の痛
みセンターのスタッフでの共有し、今後、当
大学病院、日本各地で構築される痛みセンタ
ー、慢性疼痛治療のメインコンセプトである
ことを、スタッフで繰り返し共有し、診療に
あたっている。 
本邦では、慢性疼痛治療における医師の負

担が大きい。薬物療法や処置のみならず、患
者教育や生活指導、認知行動療法的なアプロ
ーチなどが、時間的制約のある外来診察の中
で行われている。一方欧米では、他のスタッ
フがその一部を担い、それぞれの専門性を活
かした細かい指導を行っている。基本的に医
師、理学療法士、臨床心理士の3人のペアで、
プログラムまでの教育、動機づけ診察が行わ
れている。彼らは、慢性痛と急性痛の違い、
慢性痛の病態、慢性痛に対する基本的な治療
など、慢性痛に関する知識を共有しており、
それを元に集学的な治療を実現している。今
後、医師の負担を減らし、かつ良質な慢性疼
痛治療を提供して行くためには、あらゆるコ
メディカルを対象とした慢性痛に関する医療
者教育、育成が急務と考えられる。また本邦
でも医療費の削減に寄与するような社会的な

エビデンス作りが必要な時期であると考える。 
 本邦においては、慢性疼痛の事業は発展し
てきたいるが、実際の臨床レベルで行うとこ
ろまではいっておらず、社会とのニーズのギ
ャップを解決していく時期にあることは間違
いない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
慢性疼痛患者は、多くが難民化しており、少
しでも多くの患者を救えるようなシステム作
りが急務であると考える。本邦における集学
的治療の課題を以下のようにまとめた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
総括研究報告書にまとめて記載。 
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